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令和２年度 利益相反マネジメント活動報告 

 

Ⅰ．利益相反マネジメント委員会の活動について 

 

本学では、役職員及び組織に係る利益相反を適正に管理するため利益相反マネジメント委員会を設置し

ている（資料 2、資料 8）。 

今年度は、利益相反マネジメント委員会を 11回開催し（4月～3月（8 月を除く））、以下の申告に基づき利

益相反マネジメントを行った。なお、人を対象とする医学系研究については、人を対象とする医学系研究部

会における審査及び利益相反アドバイザーの確認を経て、利益相反マネジメント委員会に付議した（資料 3）。 

 

１．個人としての利益相反マネジメント 

・ 定期自己申告 

・ 事象発生前自己申告 

・ 人を対象とする医学系研究に係る利益相反自己申告 

・ 厚生労働科学研究費補助金及び日本医療研究開発機構研究費の利益相反自己申告 

・ NIH（米国国立衛生研究所）グラント研究分担者に係る利益相反自己申告 

 

2．組織としての利益相反マネジメント 

 

 

各申告に係る実施報告は以下のとおりである。 

 

 

Ⅱ．利益相反の各自己申告と対象者について 

 

利益相反自己申告の対象者の範囲については、関係部署との調整を行いながら問題点などを整理

し、毎年度十分な検討を行ったうえで決定している。 

今年度の主な利益相反各自己申告と対象者は表 1 のとおりである。 

 

表 1．利益相反各自己申告と対象者 

  
役員 常勤職員 非常勤職員 職員以外 

役員 教員 職員 准職員 時間雇用職員 名誉教授 非常勤講師 

定 期 

○ ○ ○ ○ ○ 

－ － 
（全員） （全員） （一部） （一部）※１※２ （一部）※１※２ 

人を対象とす

る医学系研究 

○ ○ ○ ○ ○ 

－ － （研究責任者・ 

研究分担者・ 

所属分野等の長） 

（研究責任者・ 

研究分担者・ 

所属分野等の長） 

（研究責任者・ 

研究分担者・ 

所属分野等の長） 

（研究責任者・ 

研究分担者・ 

所属分野等の長） 

（研究責任者・ 

研究分担者・ 

所属分野等の長） 
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臨床研究法

に基づく研究 

○ ○ ○ ○ ○ 

－ － 
（研究責任医師・ 

研究分担医師等）※3 

（研究責任医師・ 

研究分担医師等）※3 

（研究責任医師・ 

研究分担医師等）※3 

（研究責任医師・ 

研究分担医師等）※3 

（研究責任医師・ 

研究分担医師等）※3 

厚労補助金・

AMED研究費 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

（研究代表者・ 

研究分担者） 

（研究代表者・ 

研究分担者） 

（研究代表者・ 

研究分担者） 

（研究代表者・ 

研究分担者） 

（研究代表者・ 

研究分担者） 

（研究代表者・

研究分担者） 

（研究代表者・

研究分担者） 

※1 非常勤職員のうち産学連携を実施している一部の元教員を申告の対象とする。 

※2 非常勤職員のうち人を対象とする医学系研究及び厚労補助金・AMED研究費を用いた研究の実施者も申告の対象とする。 

※3 研究責任医師の所属分野の長（研究体制に加わっていない場合）の申告は任意とする。 

 

 

Ⅲ．利益相反定期自己申告 

 

１． 利益相反定期自己申告に基づく利益相反マネジメントについて 

本学では、利益相反定期自己申告を利益相反マネジメントにおける基本データとして位置付けて

いる。 

定期自己申告に基づく利益相反マネジメントを実施するにあたっては、利益相反マネジメント委員

会で①実施方法、②実施対象者、③申告内容、④実施期間、⑤実施後の対応、についての検討を

行った。 

 

２． 利益相反定期自己申告の実施について 

(1)実施方法について 

利益相反マネジメントシステムを用いて申告を実施した。今年度は新たに英語版のシステムを構

築し、これに伴い全対象者について、システムによる申告が可能となった。 

(2)実施対象者について 

役員、教員、非常勤職員のうち元教員（一部）、産学連携に従事・関連する事務職員（一部）の合

計 3,463 名を対象者として実施した（令和元年度は 3,390 名）。 

なお、これまでと同様に、上述に該当しない人を対象とする医学系研究や厚生労働科学研究費補

助金及び日本医療研究開発機構研究費の研究代表者または研究分担者についても、個別に利益

相反定期自己申告書の提出を求めた。 

(3)特定役職員について 

特定役職員（役員、副学長、部局長等）については、平成 29年 10月より実施している「組織として

の利益相反マネジメント」の一環として、本人に加え、生計を同じにする家族に係る状況も含めて申

告いただいた。 

(4)申告内容について 

法人等との「経済的利害関係」または「産学官連携活動等」の関係について、利益相反マネジメン

ト委員会が定めた基準に該当する場合に、その全てを申告いただいた。 

(5)実施期間について 

実施期間は、令和 2 年 8 月 18 日～9月 11日とした。 
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(6)実施結果の本人への通知について 

経済的利害関係及び産学連携活動等の関係の両方に該当した（＝潜在的利益相反に該当した）

対象者に対しては、利益相反マネジメント委員会における審査結果に応じて、以下の 1）～3）の対応

を行った。 

1）対象者から申告のあった活動内容を承認したうえで、活動内容に沿った実施条件を付した審査

結果を送付するとともに、申告内容に変更が生じる場合に事象発生前自己申告を行うよう求めた。 

2）必要に応じてヒアリングを行い、事実関係を確認したうえで必要な手続きを求めた。 

3）さらに、利益相反カウンセラー等からアドバイスをいただきながら結論を出した。 

一方で潜在的利益相反に該当しない対象者に対しては、特段の対応は必要ないことを記載した

判定内容と、今後、1 法人に対し経済的利害関係と産学官連携活動等の関係の両方が生じる場合

には事前に事象発生前自己申告書によりその内容を申告するよう明記した文書を個別に送付した。 

(7)利益相反定期自己申告の提出率及び督促について 

締切日（9 月 11 日）での提出者は 2,787 人で提出率は 80.5％であった。 

未提出者に対しては、本人宛の文書やメールの送付に加え、未提出者本人の所属長より未提出

者に対し提出を促していただくよう依頼するなど、4回にわたり督促を行った結果、3月末時点の提出

者数が 3,439 人で提出率は 99.3％となった（表 2）。 

利益相反マネジメントシステムへの移行後、2 回目の実施となり、昨年度よりもスムーズに申告がな

され、提出率も昨年度より向上した(図 1)。次年度は、提出率 100％を目指して工夫と働きかけを行い

たい。 

 

表 2.令和 2 年度 利益相反定期自己申告書送付数及び提出数 

(令和 3 年 3 月末現在) 

対象者 送付数(人） 提出数(人） 提出率 

(1)役員等 10  10  100.0% 

(2)職員 3,359  3,338  99.4% 

① 教員 3,105  2,998  99.4% 

教 授 850  847  99.6% 

准教授 727  723  99.4% 

講 師 181  178  98.3% 

助 教 1,102  1,095  99.4% 

助 手 155  155  100.0% 

② 特任教員（運営・研究・教

育） 

272  268  98.5% 

③ 職員(教員、特任教員以外） 72  72  100.0% 

(3)准職員、時間雇用職員 94  91  96.8% 

合 計 (1)＋(2)＋(3) 3,463  3,439  99.3% 
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図 1．定期自己申告提出率推移 

 

３． 次年度の課題について 

利益相反定期自己申告書を含む各利益相反自己申告書の提出について学内における申告の認

知度が高くなっていることや、督促実施の効果もあり、申告書の提出率は高い水準に達している。 

わずかに未提出者もいるが、これは、対象者が非常に多いこと、また、教員の辞職等の異動が頻

繁にあることの影響が大きい。さらに、今年度より利益相反マネジメントシステムを用いた WEB による

申告を実施したことにより、対象者に細部まで周知が行き届かなかったことが未提出となった一因で

あると考えられる。次年度以降は提出率 100%を達成するため、周知方法を含め検討していく。 

また、利益相反マネジメントシステムによる申告において、今年度生じた不具合及び対象者からの

要望を基にシステムの改善策を検討し、システムの改修を行いたい。 

 

 

Ⅳ．事象発生前自己申告に基づく利益相反マネジメント 

 

本学では、以下の場合に、その実施の 2 ヶ月前までに事象発生前自己申告（資料 11）の提出を求め

ている。 

(1)利益相反定期自己申告又は事象発生前自己申告によって承認を得た内容に変更がある場合 

(2)利益相反定期自己申告又は事象発生前自己申告で承認済みの法人以外との間に、新たに「経済

的利害関係」と「産学連携活動等の関係」が生じる場合 

 

申告内容は、8 月を除き毎月１回開催される利益相反マネジメント委員会で審議し、必要に応じてヒア

リングを行い、そのうえで、承認または回避要請などの審査結果を当該教職員とその所属部局の長宛て

に書面により通知した。 

56.8%

67.8%
73.3%

85.9%

96.0%97.0%97.5%
98.7%99.0%99.4%99.4%99.7%99.8%99.7%98.7%99.3%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
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なお、事象発生前自己申告に対する承認の審査結果を前提とする各部局事務担当部署等における

諸手続き（兼業に関することなど）や、教職員の予定する産学連携活動等の実施のスケジュール調整に

役立てていただくため、利益相反マネジメント委員会の開催日等を、HPに掲載して周知している。 

現在、事象発生前自己申告は紙媒体にて実施しているが、今後、対象者の負担軽減や申告データ

の一元管理のため、WEBシステムを用いた申告を検討している。 

 

 

Ⅴ．人を対象とする医学系研究に係る利益相反自己申告 

 

１． 人を対象とする医学系研究に係る利益相反マネジメント 

本学では、臨床研究法において「特定臨床研究」と規定された「未承認・適応外の医薬品等の臨床研

究」及び「製薬企業等から資金提供を受けた医薬品等の臨床研究」を対象に同法における利益相反管

理を実施している。一方、臨床研究法において規定する「特定臨床研究」に該当しない「人を対象とする

医学系研究」については、これまでと同様に「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に基づき

利益相反マネジメントを実施している。 

 

２． 人を対象とする医学系研究に係る利益相反自己申告について 

(1)臨床研究法の対象となる特定臨床研究について 

1) 申告対象者について 

臨床研究法施行規則第 21 条に基づき、研究責任医師、研究分担医師、統計的な解析を行うこと

に責任を有する者、研究計画書に記載されているものであって当該臨床研究をすることによって利

益を得ることが明白な者が自己申告の対象である。 

本学では、人を対象とする医学系研究に関する倫理指針が対象とする研究及びGCP省令に基づ

き実施する試験については、研究責任者の所属分野の長（教授）については、研究体制に加わって

いない場合でも、申告を求め、申告項目に該当がある場合は、利益相反マネジメントの対象としてい

る。一方、臨床研究法においては、同法施行規則第 21 条 1 項 2 号で利益相反管理方法（対象者）

が定められていることから、本学独自の運用は行わず、研究体制に加わっていない所属分野の長か

ら、申告の希望がある場合は、申告内容の事実確認等対応することにしている。 

 

 

2) 申告方法と審査について 

厚労省が作成した様式「研究者利益相反自己申告書」(様式 C)を用いて、「東北大学における臨

床研究法に基づく利益相反管理ガイドライン」に基づき、申告を実施した。 

申告対象者は、研究責任医師が作成した「利益相反管理基準」（様式 A）及び「関係企業等報告

書」（様式 B）を基に、「研究者利益相反自己申告書」（様式 C）を作成し、利益相反マネジメント事務

室へ提出する。利益相反マネジメント事務室では、「研究者利益相反自己申告書」（様式 C）の内容

のうち、寄附金の受入実績及び寄附講座の所属の有無について、所属部局の担当係へ事実確認を

行う。事実確認を行った結果、「研究者利益相反自己申告書」（様式 C）に該当がない場合は、利益
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相反マネジメント事務室にて「利益相反状況確認報告書」（様式 D）を作成し、研究責任医師へ送付

する。 

「研究者利益相反自己申告書」（様式 C）に該当があった場合は、利益相反マネジメント委員会に

おいて研究計画書の内容と併せて確認を行う。利益相反マネジメント委員会では、申告内容に応じ

て、「利益相反状況確認報告書」（様式 D）に助言を付して研究責任医師へ通知する。 

 

 

図 2.臨床研究法に基づく利益相反管理フロー図(東北大学) 

 

 

3) 定期報告への対応について 

臨床研究法施行規則第 59条により、研究責任医師は、原則として実施計画を厚生労働大臣に提

出した日から起算して一年ごとに、当該期間満了日より二月以内に認定臨床研究審査委員会に定

期報告を提出する必要がある。同法施行以前に研究が開始され、同法施行後は同法に基づき継続

していた研究の多くは 3 月に実施計画が提出されている。 

「研究者利益相反自己申告書」（様式C）の事実確認には一定程度の時間を要すること、また、「研

究者利益相反自己申告書」（様式 C）に該当した場合は利益相反マネジメント委員会による確認を要

すること等を考え、同法の規定する締切までに全ての案件の確認が完了できるよう、利益相反マネジ

メント委員会への「研究者利益相反自己申告書」（様式C）提出締切日を設け、本学病院臨床研究監

理センター事務局から全学に周知いただいた。 
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表 3. 特定臨床研究の事実確認の件数、委員会からの助言の件数 

 

月 確認した件数 
（内容） （内訳） 

定期報告 新規課題 変更申請 助言※ 

2020 年 4 月 12 6 2 4 1 

5 月 12 2 5 5 3 

6 月 11 1 6 4 ― 

7 月 15 4 2 9 1 

8 月 9 3 4 2 ― 

9 月 8 3 4 1 1 

10 月 17 5 6 6 3 

11 月 36 30 5 1 2 

12 月 21 16 4 1 2 

2021 年 1 月 23 16 1 6 5 

2 月 12 10 1 1 ― 

3 月 16 5 7 4 1 

合計 192 101 47 44 19 

                                      ※確認した件数の内数 

 

 (2)人を対象とする医学系研究に関する倫理指針に基づく研究について 

1) 申告対象者について 

本学教職員のうち、研究責任者、研究分担者及び研究責任者の所属する分野等の長（当該研究

実施の有無に関わらず）を申告対象として実施した。 

2) 申告の方法と時期・倫理委員会との関係について 

「人を対象とする医学系研究に係る利益相反自己申告書（概略）」の申告項目のいずれかへの該

当が「有」となる者については、「人を対象とする医学系研究に係る利益相反自己申告書（詳細）」を

作成し、利益相反マネジメント事務室へ提出いただく。申告書の提出期限は利益相反マネジメント事

務室の HPに掲載し、締め切りの厳守をお願いしている。 

当該申告書（詳細）に基づく利益相反マネジメント委員会での審査にあたっては、部局の倫理審

査委員会（病院治験審査委員会を含む）の審査スケジュールを考慮したうえで全体として円滑に手

続きできるよう、部局の担当部署との連携を図っている。なお、人を対象とする医学系研究を実施す

るためには、利益相反マネジメント委員会での審査結果を踏まえた上で、最終的に倫理委員会の審

査・判定を受ける必要がある（資料 13）。 

3) 利益相反マネジメント委員会での審査と判定について 

人を対象とする医学系研究における利益相反マネジメントでは、利益相反マネジメント委員会の下

部組織であり高度な専門性を持つ委員から成る「人を対象とする医学系研究部会」で検討・審査を
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行い、人を対象とする医学系研究実施責任者が、利益相反マネジメント委員会においてその検討結

果を説明し、審査する方式をとっている。令和 2 度の申告件数及び審査件数は表 4 のとおりである。 

人を対象とする医学系研究の利益相反マネジメントでは、その性質上、個別案件毎に申告の内容

及び研究の概要に沿った実施条件を付した審査結果を作成している。効率的かつ一貫したマネジメ

ントが可能となるよう、審査結果の作成にはリスト化した実施条件を活用している。 

 

表 4．令和 2 度 人を対象とする医学系研究の利益相反自己申告件数 

〔単位：件〕 

年 度 申告件数 審査件数 審査対象外件数 

令和 2 年度 105 101 4 

(参考)過去の実績 

平成 31 年 

(令和元年)度 
96 93 3 

平成 30 年度 52 50 2 

平成 29 年度 91 74 17 

 

 

３． 次年度以降の課題について 

臨床研究法に基づく利益相反管理について、厚生労働省所定の申告様式を用いることや、該当の有

無に関わらず所属機関による事実確認を受けること等、従来の指針に該当する研究とは異なることから、

申告書の作成や提出に関する照会が多く寄せられている。また、提出書類に不備があり、研究責任医

師へ再提出を依頼する事例も多くあるため、より実効的かつ効率的に利益相反管理が行えるよう、対応

していきたい。 

 

 

Ⅵ．厚生労働科学研究費補助金及び日本医療研究開発機構(AMED)研究費の利益相反自己申告 

 

１． 厚生労働科学研究費補助金及び日本医療研究開発機構(AMED)研究費に係る利益相反マネジ

メントについて 

 

(1) 令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金及び日本医療研究開発機構研究費の研究分担者(新規

課題)に係る利益相反自己申告の実施について 

令和 2 年度新規課題の研究分担者については、採択状況を確認後、毎月の利益相反マネジメン

ト委員会において審査を行った。令和 2 年度の最終的な審査件数は表 5 のとおりである。 
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表 5.令和 2 年度 厚労科研費・AMED研究費における利益相反自己申告件数(延べ件数) 

〔単位：件〕 

区 分 

厚生労働省 AMED 

合 計 補助金事業 
労災疾病 

臨床研究 
委託事業 補助金事業 

継 続 新 規 継 続 新 規 継 続 新 規 継 続 新 規 

研究代表者 9 7 ― 1 44 54 4 23 142 

研究分担者 

(代表者：学内) 
11 9 ― ― 98 81 39 2 240 

研究分担者 

(代表者：他機関) 
28 62 1 ― 63 73 ― ― 227 

他機関所属の 

研究分担者 
0 1 ― ― 1 1 ― 1 4 

合   計 48 79 1 1 206 209 43 26 613 

 

(2)令和 3 年度厚生労働科学研究費補助金及び日本医療研究開発機構研究費の利益相反自己申告

の実施について 

1) 実施対象者について 

厚労科研 COI 管理指針及び AMED 利益相反管理規則に基づき、令和 3 年度厚生労働科学研

究費補助金及び日本医療研究開発機構研究費について、令和 3 年度継続実施予定者と令和 3 年

度新規実施予定者全員（当該研究の採否にかかわらない）を対象に実施した。 

実施対象者の情報は、各部局の受入担当(契約担当)係より提供いただき、これに基づき、該当者

へ研究課題ごとの申告書を直接送付し、申告書の提出を受けた。 

2） 申告内容について 

「令和 3年度東北大学利益相反自己申告書（厚生労働科学研究費補助金・日本医療研究開発機

構研究費用）」は、実施対象者の所属及び氏名に加え、事前に各部局の担当係より提供を受けた情

報を基に、研究課題名、研究事業名、課題番号、申告者の立場、研究費配分を予め記載し、対象者

へ送付した。対象者には研究課題に関係すると思われる「経済的利害関係・産学連携活動等の関

係をもつ法人等」を申告書に記載いただいた。 

申告スタイルは、昨年度と同様、研究課題毎に利害関係の申告を求めた。 

3） 実施について 

厚労科研 COI 管理指針及び AMED 利益相反管理規則では、実施者はそれぞれ交付申請書提

出前または契約締結前までに「経済的な利益関係」を申し出ることになっているため、本学ではこの

指針等に対応すべく、研究を応募した段階で自己申告書の提出を求めている。令和 3 年度実施分

については、令和 2 年 2 月 22 日～3 月 2日の期間内に提出するよう求めた。 

しかし、特に研究代表者が他機関に所属する課題の研究分担者である場合などでは、上述の期

間後に実施(予定)者であることを把握するケースも多かった。期間後に実施(予定)者であることを把

握した課題については、その都度、対象者へ申告を求めた。 

なお、申告実施に際しては、部局の事務担当者にも申告の実施に係る周知を行うとともに、対象
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者からの問い合わせがあった場合の協力要請を行った。 

4） 審査について 

令和 3年度実施(予定)者のうちの継続課題分及び新規課題の研究代表者分について、令和 3年

3 月の利益相反マネジメント委員会で審査を行った。 

5） 申告者への対応について 

自己申告書の申告項目である“経済的利害関係”または“産学連携活動等の関係”に該当しない

（＝潜在的利益相反に該当しない）申告者及びこれらに該当する（＝潜在的利益相反に該当する）

申告者に対しては、利益相反マネジメント委員会における検討の後、昨年度と同様にそれぞれ以下

のような対応を行った。 

Ⅰ．潜在的利益相反（Potential COI）に該当しない申告者への対応 

①特段の対応は必要ないこと及び当該研究実施中においては、利益相反マネジメント委員会か

らの要請による利益相反に関する自己申告、モニタリングの実施への理解と協力を依頼する旨

の通知を本人へ送付するとともに、その審査結果の写しを申告者の所属部局の長へも送付し

た。 

②今後、“経済的利害関係”または“産学連携活動等の関係”の事象が発生する前に、その内容

を申告するよう求めた。 

③研究代表者に対しては、厚労科研 COI 管理指針及び AMED 利益相反管理規則に基づき、

研究班員の COI管理について、的確に対応するよう求めた(資料 15)。 

Ⅱ．潜在的利益相反（Potential COI）に該当する申告者への対応 

①申告内容に応じた条件を付した上で承認し、当該研究実施中においては、利益相反マネジメ

ント委員会からの要請による利益相反に関する自己申告、モニタリングの実施への理解と協力

を依頼する旨の通知を本人へ送付するとともに、その審査結果の写し及び対象者の申告内容

をまとめた一覧を申告者の所属部局の長へも送付した。 

②今後、“経済的利害関係” または“産学連携活動等の関係”の事象が発生する前に、その内

容を申告するよう求めた。 

③研究代表者に対しては、厚労科研 COI 管理指針及び AMED 利益相反管理規則に基づき、

研究班員の COI管理について、的確に対応するよう求めた(資料 15)。 

④当該研究を実施するうえで利益相反の観点から留意すべきことも審査結果へ盛り込んだ。なお、

利益相反定期自己申告や人を対象とする医学系研究に係る利益相反自己申告と同様、必要

に応じヒアリングを行うこととしていたが、ヒアリングを新たに必要とする対象者はいなかった。 

 

(3)利益相反管理状況報告書について 

昨年度同様、「利益相反管理状況報告書」の記載例を作成し、関係部局へ周知を行った。 

 

２． 次年度以降の課題について 

厚労科研COI管理指針及びAMED利益相反管理規則に従い、本学では交付申請書提出時（AMED

の研究費の場合は契約締結時）までに利益相反自己申告書を提出するよう対象者に求めているが、研

究代表者が他機関に所属する課題の研究分担者である場合に、本人からの連絡がなく、各部局の受入
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担当(契約担当)係において把握が遅れるケースや、各部局の受入担当(契約担当)係からの情報提供が

遅れるケースが見受けられた。各実施者からの期限までの提出を徹底するため、定期的に関係部局にリ

マインドを実施し、適切な対応を促すなどの対応をしていきたい。 

 

 

Ⅶ．NIH（米国国立衛生研究所）グラント研究分担者に係る利益相反自己申告 

米国では、2012 年 8 月以降、NIH から研究費（グラント）を得る場合、研究者は所属する大学等研究

機関における利益相反マネジメントを受けることが、利益相反マネジメントに関する最終規定（＝New 

Rule; 2011 年 8 月 25 日公表）により求められている。New Ruleでは、当該グラントの二次的受領者であ

る研究分担者が米国国外の機関に所属する場合であっても、例外ではない。 

    

今年度、本学では以下の手順にて利益相反自己申告の提出を 1 件受け、マネジメントを実施した。 

(1)NIHグラント申請を行う研究分担者の把握 

NIH の研究費を使用するにあたって、研究代表者の所属機関と本学との委託研究契約締結が必

要であることから、例年、部局の契約担当者からの連絡により対象者を把握している。 

(2)申告項目及び基準 

申告項目については、本学でこれまで申告対象としてきた項目をおおよそ使用することとしている。

ただし、申告基準のうち、次の個人収入等に関しては、NIHの基準に変更して申告を求める。 

1） 一法人から受ける個人収入 

年間 50 万円以上の個人収入（学内の申告基準は 100 万円以上） 

2） 知的財産権によるロイヤリティ収入 

年間 50 万円以上の個人配分額と研究室配分額の合計額（学内の申告基準は 200 万円以上） 

3） スポンサーが費用を負担する出張 

全て申告対象（学内の申告項目では従来は「その他」の区分に含まれていたが、NIH の基準に沿

って別項目とした。） 

 

 

Ⅷ．組織としての利益相反マネジメントについて 

 本学では、平成 29 年 10 月 1 日より組織としての利益相反マネジメントを運用している。マネジメント対

象となる情報の把握のため、組織としての経済的利害関係情報及び産学連携活動情報を当該情報の

所管部署（大学本部担当部署、部局等）から利益相反マネジメント事務室へ提供を受け、その内容に基

づき、潜在的利益相反の有無について確認するという体制を構築している。 

 具体的には、大学組織としての産学連携活動として規定の基準に該当する場合は、本部・部局事務

所管部署から事前連絡を受け、そのうえで、本部・部局事務所管部署から定期的に提供を受けることと

している経済的利害関係情報及び特定役職員（役員・部局長等）からの申告の情報と突合する方法を

取っている。 

情報提供を受ける対象の事象やその基準については、「組織としての利益相反」として機能している

か、さらに潜在的利益相反に該当する内容についてのマネジメントのあり方が充分であるかをさらに数年
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実施し、検証し、必要に応じて見直しを図っていくことにしている。 

 

 

Ⅸ．啓発活動について 

 

本年度の主な啓発活動の内容は以下のとおりである。 

 

(1)教員研修 

FDの一環として実施される「新任教員研修」（講師：小谷元子理事・副学長（研究担当）、令和 2年

4 月 14 日）へ、本学の利益相反マネジメントに関する資料を提供した（資料 18）。内容は、①利益相

反マネジメントについて、②利益相反マネジメントの目的、③本学における自己申告制度をはじめと

した具体的な取組み、とした。 

(2)利益相反マネジメントに関するセミナー 

学内の事務系職員を対象に、本学における利益相反マネジメント制度の意義や重要性、業務上

必要な基本的知識を習得させることにより、適切な業務の執行に資することを目的として、「東北大学

利益相反マネジメント制度に関する研修」（令和 3年3月10日）をオンラインにて開催した（資料19）。 

(3)個別対応 

利益相反マネジメント事務室では、日常的に電話や電子メールにて教職員からの照会を受け付け

ており、また、教職員から依頼により、利益相反の具体的なマネジメントについて、相談や意見交換

に応じることとしている。また、文部科学省による産学官連携リスクマネジメントモデル事業の一環とし

て、利益相反マネジメント事務室のHPにWeb相談窓口を引き続き開設しており、他機関からの相談

を受け付けている。 

(4)学外活動 

利益相反マネジメント事務室では、文部科学省「産学官連携リスクマネジメントモデル事業」（平成

27 年度から平成 29 年度実施）後の普及啓発活動の一環として、産学連携学会第 18 回大会オーガ

ナイズドセッション「産学官連携リスクマネジメント」（2020年 11月 18日開催）において東北大学にお

ける利益相反マネジメントの取組みについて発表を行った。今後も可能な範囲で対応し、利益相反

マネジメントの重要性を含めて本学の取り組みを積極的に発信していきたい。 

 

Ⅹ．アドバイザリーボード 

本学では、利益相反マネジメント委員会が行う活動について、助言し、並びに検証及び評価をい

ただくため、利益相反アドバイザリーボードを設置している。産学官連携活動における様々な分野の

専門家に委員となっていただき、1 年間の活動を対象として報告し、本学の利益相反マネジメントを

充実させるための助言等いただくため年 1 回開催している（資料 5）。 

 

今年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開催を見送った。 
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氏　　　名 所　　属　　等 備考

委員長 植　田　拓　郎 理事（産学連携担当） 1

委　員 寺　田　眞　浩 理学研究科長 2

委　員 髙　橋　信　博 歯学研究科長 3

委　員 阿　部　敬　悦 農学研究科長 4

委　員 川　島　隆　太 加齢医学研究所長 5

委　員 塩　入 　　諭 電気通信研究所長 6

東北大学利益相反不服審査委員会委員名簿

令和2年4月1日
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Aug.18, 2020 

To those who are required to submit the Regular Disclosure 
on Conflict of Interest for FY 2020 

Toshiya Ueki 
Executive Vice President  
Chairperson for COI Management Committee 

Regular Disclosure on Conflict of Interest for FY 2020 

Conflict of interest (COI) management is undertaken to ensure that the interests arising from 
academia-industry collaborations and/or other social contribution activities by directors, faculties and 
staff members will be appropriately managed, so that such interests will not cause any inconvenience 
to the fulfillment of the duties of the university personnel or the neutrality of the university. 

In order to achieve this objective, the Tohoku University (here in after referred to as the University) 
has begun operation of a COI management system, under which COI disclosure will be conducted 
once a year. As you know, COI Management Rules have required all directors, faculties and staff 
members to whom they apply to submit this disclosure document.  

The University has been engaged in COI management based upon continuous 
investigations and requirements verifications, aiming to improve a management system 
that can always respond to the changing of society.  

We ask directors, faculties and staff members engaged in academia-industry collaborations and other 
social contribution activities to understand the objective of this COI management system and to 
cooperate in its implementation. 

Notes 

COI disclosure documents to be submitted: As per the attached 

To be submitted by: September 11 (Friday) 

To be addressed to: Office for COI Management (Please use the attached return mail envelope and 
send directly to the Office) 

1) Please direct all inquiries to the office below.
2) Contact the office below to confirm the contents of your disclosure for the previous fiscal year.
3) For the COI Management Rules, please see our Web site.

http://www.bureau.tohoku.ac.jp/coi/regulation/index.html (Available in Japanese and English )

Office for COI Management (Katahira Campus) 
TEL  022-217-4398 (EXT 3401) 
FAX  022-217-6241 
E-mail  rieki@grp.tohoku.ac.jp 
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Instructions for Completing 
The Tohoku University COI Management Regular Disclosure Form 

(1) Regular COI Disclosure is designed to protect directors, faculties and staff members in the event
of allegations made by the media and/or other external parties of conflict of interest arising from
academia-industry collaborations and/or other social contribution activities and to allow the
University to fulfill its accountability without losing its reputation .(Clearly stated in the Conflict of
Interest Management Policy of the University)

(2) Please answer on the first page of Regular COI Disclosure whether or not youhave significant
financial interests, academia-industry collaborations, and/or other relations with each corporation.

(3) On the reverse side of the Regular COI Disclosure Form, please list the names of the relevant
corporations, if any, and describe concretely your financial interests and academia-industry
collaboration activities, etc. with those corporations.

(4) The submission of the form itself does not constitute a problem as conflict of interest. The
relationships only come into question as conflicts of interest in the event that they adversely affect
your activities as a University member. The purpose of COI management is to avoid such negative
outcomes.

(5) Please put your signature on the disclosure form.

(6) Please contact the Office for Conflict of Interest Management for any questions and
consultations on COI that may or may not be covered in the disclosure.

(7) When you publish your research work, please take appropriate steps in compliance with the
rules of the relevant academic society or other organizations, following the administrative
procedures of the University.

(8) Please note that the contents of your disclosure will be examined by the Conflict of Interest
Management Committee and informed to the head of your department.

Please refer to the points listed below as well as to the attached sample form in completing the 
COI Regular Disclosure Form (hereinafter “Disclosure Form”) and the Appendix.  

I Persons subject to the systems and Period covered 

1. Persons subject to the systems
Directors, faculties and staff members of Tohoku University shall be obliged to submit a

- 50 -



Disclosure Form. 

2. Period covered
The period covered by this Disclosure Form is the current fiscal year; please include

estimates through the end of the fiscal year when completing the form.
As for the period of implementation of any academia-industry collaborations, etc., enter the

period identical to the period of implementation that will be established according to each
procedure implemented by Tohoku University. When continuing the procedure even after the
expiration of the period of implementation, please submit the “Disclosure Form for New Conflict
of Interest (General)” form (available from the website of the Office for COI Management)

II Terminology 
(1) Academia-industry collaboration refers to joint research, commissioned research (including
clinical trials), commissioned business, academic consulting, receipt of donations and research
grants, acceptance of commissioned researchers, receipt and provision of the outcomes, external
professional activities, procurement of goods, equipment and systems, business consignments,
technology transfers and students' involvement in corporate activities.
(2) Corporations include for-profit companies [stock companies, limited liability companies
(LLCs), limited liability partnerships (LLPs), private limited companies, etc.], judicial foundations,
incorporated associations, healthcare corporations, non-profit corporations such as specified
nonprofit corporations (incorporated NPOs) and nonjuridical organizations.
(3) Share warrants is a general term for stock options, inclusive of share warrants and
corporate bonds with share warrants, and refers to the right to obtain shares at a
predetermined price (exercise price) within a stipulated period.
(4) Financing/guarantees excludes financing/guarantees received from banks and other
financial institutions.
(5) Procurement of goods, equipment and systems or business consignments includes
device repair and services. This includes cases of procuring facilities for university use
(applies to persons responsible in organizations involved in facility procurement such as the
chairperson or a member of an in-house committee.)
(6) Gratuitous receipt and/or borrowing of goods refers to cases where goods owned by
corporations are provided for or used in your lab without any monetary payment, with or
without a contract or memorandum, (excluding those included in research contracts such as
joint research contracts, commissioned research contracts, etc. regulated by the University).
You are requested to disclose cases where the total amount reaches 2 million yen or over.
(7) Gratuitous provision of services without any formal contract entails the dispatch of
personnel to academic meetings, inspections, and research. You are requested to disclose
cases where the total amount reaches 2 million yen or over. Here, “academic meetings” does
not include those co-organized by academic associations and corporate entities and those
included in joint research contracts and committed research contracts.
(8) Family and relatives are blood relatives to the sixth degree of consanguinity set forth in
the Civil Code as well as spouses and relatives by marriage in the third degree.
e.g. Person in question’s or the Spouse’s parents, grandparents, children, grand children, siblings,
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nephews, nieces, and person in question’s cousin et, al. 
If you have a question, please contact to Office of COI management.

III Reverse side 
If you answer “Yes” on the enquiry, please enter the necessary information on this Disclosure 

Form (reverse side). If more space is needed, use additional sheets and attach them to the 
Disclosure Form. The following are representative cases to be disclosed. Please check it 
together with the attached example sheet. 

1-1 Officer of a company, non-profit corporation (non-profit organization (NPO),
in corporated foundation, incorporated association, or healthcare corporation
(1) If you work as an officer, you should submit this form whether or not you receive any

remuneration.
For example, if you work as a director of a non-profit organization (NPO) without
remuneration and the period permitted to work as a director is from April 1, 2020 to March
31, 2021, please enter “April 1, 2020 to March 31, 2021” in the “I-B Time/Period” column
and check “ No remuneration” in the “I-C Amount (Breakdown)” column. Please enter “ ”
in the “II Relations with the corporation, etc.” column. (Refer to the entry example No. 4 in 
the attached sheet.) 

1-2. Receipt of donations
(1) If your lab (section, hospital department, etc.) receives donations, the professor (research

representative) shall always be obliged to submit a Disclosure Form, unless another
researcher, e.g. an associate professor, has been designated.

(2) Donations whose annual total amount reaches 2 million yen or over have to be disclosed.
(3) If, for example, you receive 1 million yen on April 22, 2020 and 2 million yen on September

14, 2020, please enter “April 22, 2020 and September 14, 2020” in the “I-B Time/Period”
column, and check “ ¥2 million – less than ¥5 million” in the “I-C Amount (Breakdown)”
column. In case where you receive donations more than once during the fiscal year, please 
follow this example. (Refer to the entry example No. 5 in the attached sheet.) 

1-3. Joint research, commissioned research, commissioned business (including
consortiums), provision of academic consulting
(1) The person whose name is stated in the contract as the person in charge of research is

obliged to submit a Disclosure Form.
(2) All such research projects whose total annual amounts including all relevant expenses

such as indirect costs, research charges, and consumption tax paid by the relevant
corporations reach ¥2 million yen or over are subject to disclosure.

(3) In the case that you are engaged in a research project for several years, when the amount
of research funds obtained by dividing the total amount paid by the relevant corporations
by the number of years of research reaches 2 million yen or over, such a research project
is subject to disclosure. If you receive, for example, 5 million yen to cover the expenses of
a joint research project whose contract period is the two years from October 1, 2020 to
September 30, 2022, please enter “October 1, 2020 to September 30, 2022” in the “I-B
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Time/Period” column, and check “ ¥2 million – less than ¥5 million (5 million yen /2 years)”
in the “I-C Amount (Breakdown)” column. In the case that you are engaged in a research 
project lasting for more than one year, please follow this example. (Refer to the entry 
example No. 6 in the attached sheet.) 

1-4 Gratuitous receipt and/or borrowing of goods, gratuitous receipt of services
(1) All such receipts have to be disclosed regardless of whether they are with or without a

contract (excluding those included in research contracts such as joint research contracts,
commissioned research contracts, etc., regulated by the University).

(2) You are obliged to disclose receipts of goods and services whose total amounts are valued
at 2 million yen or over.

(3) If your lab borrows, for example, a measuring instrument valued at 10 million yen (with a
contract for the lease period of April 1, 2020 to March 31, 2021), enter “April 1, 2020 to
March 31, 2021” in the “I-B Time/Period” column, and check “ ¥5 million or over
(measuring instrument currently borrowed by our lab)” in the “I-C Amount (Breakdown)” 
column. Also, please attach a copy of the relevant contract or other relevant document to 
the Disclosure Form. (Refer to the entry example No. 7 in the attached sheet.) 

1-5. Procurement of goods, equipment, systems, etc., and business consignments
(1) The procurement of goods, equipment, systems, etc., from one corporation and business

consignments to one corporation whose total annual amount exceeds 3 million yen
(including accumulated small amounts) are subject to disclosure. When you plan to procure
goods, equipment, systems, etc., within the disclosure period, you are obliged to disclose
the planned procurement. When you plan to procure goods, equipment, systems, etc., by
bidding, and the corporations from which you will procure them are not fixed, you do not
need to make a disclosure this time. When the corporations are fixed, you are required to
inform the Office for COI Management of the names of the corporations.

(2) When declaring information about procurement of goods, enter the procurement method
(discretionary contract or open bidding). If you were or plan to be involved in deciding on
the specifications or selecting the model of the goods, provide the details.

(3) If your lab plans to procure, for example, an analytical instrument valued at 5 million yen
in November 2020, please enter “November 2020 (planned)” in the “I-B Time/Period”
column, and check “  ¥5 million or over (procurement of an analytical instrument
discretionary contract)” in the “I-C Amount (Breakdown)” column. (Refer to the entry
example No. 8 in the attached sheet.) 

(4) When declaring information about your involvement (in July 2020) in selecting the model
of a measuring instrument (valued at 10 million yen) procured by another faculty member
in your department, enter “July 2020” in the “I-B Time/Period” column, and check “  ¥5
million or over” and enter “selection of the model of a measuring instrument” in the “I-C
Amount (Breakdown)” column of the Disclosure Form.

IV. Post-disclosure management

1. You may be subsequently contacted by the Office for COI Management if an interview is
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deemed necessary to ensure proper COI management, and your cooperation in this regard 
would be highly appreciated. 

2. The Committee for COI Management check disclosure which faculties and staffs.
3. The Committee for COI Management might request that these persons avoid certain

actions in order to ensure no apparent or actual COI (Article 33of the Rules).
4. Those who receive a notice of such requests will be required to comply with them (Article

31.4 of the Rules). If, however, the person receiving the notice has any objection to the
requests he/she may file an appeal to the Committee for COI Appeals* (Article 32 of the
Rules).

5. This Disclosure Form submitted by directors, faculties and staff members will be examined
by the Conflict of Interest Management Committee and informed to the head of your
department. Please bear in mind that the information contained therein could be disclosed
in the event that a request for disclosure is made by a court or in accordance with law
where the University is legally required to comply with this request.

*COI Appeals Section, Industry-University-Government Collaboration Division, is in charge of
the secretariat of the Committee for COI Appeals.

V On disclosure conducted at Tohoku University 

1. Clinical Research (subject to the Clinical Research Act and the Ethical Guidelines for
Medical and Health Research Involving Human Subjects) disclosure.
The disclosure system of COI management for Clinical Research is available. Please
check the details on the website of the Office for COI Management.

2. Disclosure for Health and Labor Science researches and AMED researches Those who
(plan to) conduct researches using funds for Health and Labor Science researches and
AMED researches are obliged to disclose COI for individual research projects, regardless
of whether or not research funds are allocated, based on the Guidelines for COI
Management in Health and Labor Science Researches (MHLW) and the Rules on COI
Management in Research Activities (AMED).

3. Disclosure for Business Incubation Program (BIP)
If you apply for the BIP, you must disclose the related information separately. You will
receive a disclosure form from a staff member of the Office for COI Management in charge
of disclosure related to the BIP. Please submit the disclosure form according to the
instructions given by the staff member.

4. NIH(National Institute of Health) grant disclosure
When disclosing research grants from the National Institute of Health (NIH) in the US, you
should follow a different procedure from that of the University. For details, please read Q9
in the paragraph “Q&A on conflict of interest management” in the “Tohoku University
Conflict of Interest Management System.” When you receive an NIH grant, consult with the
Office of COI Management.

- 54 -



5. Disclosure for Cross appointment system applicants
Cross-appointment system applicants are required to disclose the related information
separately before applying the system. The Conflict of Interest Management Office will
send a declaration form through the personnel section, so please submit the disclosure
form according to the instructions given by the staff member. Please follow the instructions
of the section in charge and submit the Conflict of Interest Self-Declaration Form.

Office for COI Management, 
Legal Affairs Department, TOHOKU University 
2-1-1 Katahira, Aoba-ku Sendai, 980-8577, Japan
TEL 022 217 4398  FAX 022217 6241
e-mail : rieki@grp.tohoku.ac.jp
URL: http://www.bureau.tohoku.ac.jp/coi/
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- If you have received any thing or service that you think may bear some economic value from the corporation(s) with whom you have a relationship, you should report it to the Office for COI Management even if it not specified in
the above list.

Ownership of unlisted shares: one share or more (including shares of corporations that have gone public within the past one year), Capital injection
for LLC, LLP, private limited company etc.    Ownership of listed shares (5% or more of outstanding shares)

Ownership of share warrant (unexercised)    Receipt of financing/guarantees (other than from banks or other financial institutions)
Receipt of annual income of more than one million yen*1 [the total income received from one corporate entity]
Receipt of annual royalties of more than two million yen for intellectual property rights (patent, transfer of  copyright, etc.)

(total of the amounts allocated to individuals and to the lab) *2 Officer of a company, non-profit corporation (non-profit organization (NPO)
incorporated foundation, incorporated association, or healthcare corporation, etc.) Receipt of donations *4 of more than 2 million yen*3

Receipt of research grants*4 of more than 2 million yen*3 Joint research*4 of more than 2 million yen*3

Commissioned research (including clinical trials) *4 of more than 2 million yen*3 Commissioned business(including consortiums) *4 of more than 2 million yen*3 Provision of academic consulting*4 of more
than 2 million yen*3 Gratuitous receipt and/or borrowing of goods, gratuitous receipt of services [valued at 2 million yen or more per year, and regardless of whether they are with or without a contract or
memorandum  excluding those included in research contracts such as joint research contracts, commissioned research contracts, etc. regulated by the University)]

Faculty of donated research division [using a product offered by the donor.]    Acceptance of commissioned researchers *4 Students’ involvement in corporate entities, etc. *5

Procurement of goods, equipment, systems, etc. and business consignments of annual amounts exceeding three million yen per year (other than educational and research purposes;
this includes cases where a decision-maker is introducing university facilities, etc. including the determination of specifications and selection of models. Device repair and services are also included.) *6

Faculty of Joint research chairs, Joint research division Conduct of  activities similar to academia-industry collaborations other than those stated in through above *7

*1This covers remuneration for external professional activities, dividends from shares and the sale of shares, etc., excluding income from the central governmental ministries and agencies, independent 
administrative corporations (including National Research and Development Agencies), and local public organizations; income earned for delivering lectures etc., at schools (as a part-time lecturer); and income 
earned for medical work for hospitals and other medical institutions. 

*2 If the transfer was made via TLO, please declare the relationship with the company to which the technology was actually transferred, and please declare that the transfer was made via TLO.
*3 External professional activities is work or clerical tasks done by the University's employees for organizations other than the University, with or without  remuneration. This disclosure excludes external professional work for the 

central governmental ministries and agencies, independent administrative corporations, local public organizations and schools and medical work for hospitals and other medical institutions.
*4 Does not include receipts from domestic or overseas public research institutions.
*5 Please disclose if any of your students participate in an academia-industry collaboration activity in cooperation with a company based on a written agreement or if any of your students participate in a company that you are involved 

with, even without a written agreement.
*6 Accumulated small amounts are included in the annual amounts of three million yen. The term “decision-maker” refers to a person in a position that carries the right to make decisions or being a member (or the chairperson) of an 

internal committee established for the purpose of making decisions.
*7 This covers remuneration for external professional activities of 1 million yen or more per year, donations of 2 million yen or more per year, and joint/commissioned research whose total annual amount reaches 2 million yen or more.

Disclosure is not necessary when the total amount does not reach the standard amount.

Please sign
below and
submit this form
to the Office

To the page2
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Please note that the contents of your disclosure will be examined by  the Conflict of Interest Management Committee
and informed to the head of your department.
The submission of this form is mandatory .Please send to the Office for COI Management . 
Please fill it in after reading through the options shown below.
Contact the Office for COI Management if you would like to review the contents of your disclosure for the last fiscal year.

FY2020 Tohoku University Conflict of Interest
Management Regular Disclosure Form

Division:

Name:

ID Number:
Please refer to the “Instructions for Completing the Tohoku University (here in after referred to  as “the University”)

COI  Management Regular  Disclosure Form” when completing this form and for definitions of the terms used therein.
As for each option with a subscript, please refer to the footnote.

No

I hereby certify that this disclosure is accurate.
Signature(Year) (Month) (Day) Job title

YesDo you have any relations, such as financial interests/academia-industry 
collaborations,e.g. those shown in to below, with corporations, etc.?
(If there arise any changes in the details of disclosure, please contact the Office for  COI Management without any delay.)
Period covered: FY2020 (Including anticipated future financial interest / activities) 
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Tohoku University Conflict of Interest Management Regular Disclosure FormAppendix

2

Name of corporation, etc.
Write the name in full.

Specify the nature of each organization
( joint stock company, limited liability 
partnership, non-profit organization, 

etc.)

Relations such as financial interests and academia-industry collaboration
Refer to the following columns) Relations 

with 
corporation, 

etc.
(Refer to the 

following 
columns)

Relations such 
as financial 

interests and 
academia-
industry 

collaboration

Time/Period Amount (Breakdown)
External professional activity: Mark the amount of remuneration 
earned.Research project: Mark the total amount of the research 
funds.Donations etc.: Mark the amount received.

1

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

2

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

3

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

4

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

5

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

6

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

7

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares
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Relations with corporation, etc.

Relations such as financial interests and academia-industry collaboration
-A : Please select from - on the front side of this sheet and enter the number for the most appropriate description of your relation with the stated corporation.
- Regarding the matter entered in - , specify the time of its acquisition or obtaining the loan/guarantee or other support, the time of earning an income, or the period of implementation/contract of
or engagement in the academia-industry collaboration. 
-C Please write to the part where the amount of money corresponds. Moreover, please refer to the following and write down the contents in [ ]. 
If you chose ownership of shares ( , , or ) in , enter the acquisition date in I-B, the number of shares held and the total number of outstanding shares in I-C, and the acquisition cost as the share price.

Example: -C Ownership of shares Shares held: ¥1 million (20 x ¥50,000) Total number share issued: 100
If you chose in -A, please enter the time/period of acquisition in -B, check the box for the relevant amount of remuneration, and enter the details in I-C.

Example -C ¥1 million – less than ¥2 million (Lecture fee)
If you chose in -A, please enter the period of the provision or loan in I-B, write to the part where the amount of money paid for the  provided/loaned articles corresponds and write the details in I-C. If you are
under engagement, attach the contract., Example: -C ¥5 million or over measuring instrument currently borrowed by our lab (Under engagement)
If you chose in -A, please enter the date of procurement in I-B, write in the part to which the amount of money paid for the procured articles corresponds, and write the name of the articles, procurement 
method in I-C. Example -C ¥5 million or over  procurement of an analytical instrument discretionary contract

Please select the most appropriate description of your relationship with the corporation from the following choices and enter the corresponding number in II in the above table.
Company founded by yourself Company founded by family member Company founded by colleague, acquaintance or student Company to which you have been appointed president or board

chairperson Company to which you have been appointed director (with representation right) Company to which you have been appointed director (without representation right) Company to which you have
been appointed other director Company to which you have been appointed auditor limited liability employee unlimited liability employee Company to which you have been appointed administrative
director Company to which you have been appointed administrative officer  Company to which you have been appointed other executive  Company in which a family member holds an executive position

Company in which your colleague, acquaintance or student is serving as an executive Company in which you serve as a technical adviser, lecturer, etc. as your external professional activities.
Other (Please describe the specific role of the individual in question within the organization, e.g., technical advisor.) None

8

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

9

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

10

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

11

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

12

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

If you do not have enough columns, use on page 4.
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Name of corporation, etc.
Write the name in full.

Specify the nature of each organization
( joint stock company, limited liability 
partnership, non-profit organization, 

etc.)

Relations such as financial interests and academia-industry collaboration
Refer to the following columns) Relations 

with 
corporation, 

etc.
(Refer to the 

following 
columns)

Relations such 
as financial 

interests and 
academia-
industry 

collaboration

Time/Period Amount (Breakdown)
External professional activity: Mark the amount of remuneration 
earned.Research project: Mark the total amount of the 
research funds.Donations etc.: Mark the amount received.

13

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

14

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

15

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

16

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

17

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

18

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

19

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

20

¥0 Less than ¥1 million  ¥1 million – less than ¥2 million
¥2 million - less than ¥5 million
¥5 million or over Ownership of shares

4

If you do not have enough columns on the reverse side of the Disclosure Form, please use this sheet.
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Instructions for Completing  
Tohoku University Disclosure Form for New Conflict of Interest General  

Please refer to the points listed below in completing the Tohoku University Disclosure Form
for New Conflict of Interest General . 

1 Standards and Terminology
Standards

Annual income of ¥1 million or more from a single corporation regardless of the name
such as lecture and loyalty. This covers remuneration for the total income received from
one corporate entity excluding income from the central governmental ministries and
agencies, independent administrative corporations, local public organizations and
schools and medical work for hospitals and other medical institutions. Royalty income of
2 million or more (total of the amount allocated to individuals and the amount allocated to
the lab) based on intellectual property is subject to disclosure.
Holding of 5% or more of the outstanding shares of a listed company
Holding of one or more shares of an unlisted company (includes companies that have
only been listed within the past year)

Terminology
Academia-industry collaboration external professional activities, refers to joint
research, commissioned research, commissioned business, academic consulting, receipt
of donations and research grants, acceptance of commissioned researchers (including
corporate employees undertaking postdoctoral fellowships), receipt or provision of
outcomes, Procurement of goods, equipment, systems, business consignments,
technology transfers and students' involvement in corporate activities.
Corporation refer to companies, institutions etc.
Institutions include private companies, national, local public organizations, independent
administrative corporations, public interest corporations healthcare corporations, school
corporation and incorporated NPOs.
Share warrants is a general term for stock options, inclusive of share warrants and
corporate bonds with share warrants, and refers to the right to obtain shares at a
predetermined price (exercise price) within a stipulated period.
Financing/guarantees exclude financing/guarantees received from banks and other
financial institutions. 
Capital injection refers to providing finance for limited liability companies (LLCs), limited
liability partnerships (LLPs).
External professional activities This disclosure excludes external professional work for
the central governmental ministries and agencies, independent administrative
corporations, local public organizations and schools and medical work for hospitals and
other medical institutions. Part-time worker who does not require permission for activities
but still engage in activities is also asked to report.
Procurement of goods includes manufacturers and distributors. This includes cases of
procuring facilities for university use (applies to persons responsible in organizations
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involved in facility procurement such as the chairperson or a member of an in-house 
committee.) 
Gratuitous receipt and/or borrowing of goods refers to cases where goods owned by
corporations are provided for or used in your lab without any monetary payment,
regardless of the monetary amount (excluding those included in research contracts such
as joint research contracts, commissioned research contracts, etc. regulated by the
University).
Gratuitous receipt of services entails the dispatch of personnel to academic meetings,
inspections, and research. Here, “academic meetings” does not include those
co-organized by academic associations and corporate entities and those included in joint
research contracts and committed research contracts.
Technology transfer refers to the transfer to companies/institutions of research products,
copyrights, etc. owned by Tohoku University as intellectual property. Please report the
relationship between companies and organizations to which the technology has actually
been transferred.

2 Submission 
Once you have completed the Disclosure Form, please submit it to the Office for COI

Management In-house mail. (In-house mail Box No. B16-3)
When you make a report on your side business, submit a copy of the Application Form for 

Permission for Side Business (the form yet to be approved is available). Please note that you 
can be requested to submit other materials regarding a document explaining the outline of 
companies in which you are involved and other things. 

The details that you report in this document can be subject to inquiry of the Office for COI
Management.

Please note that the contents of your disclosure will be examined by the Conflict of Interest
Management Committee and informed to the head of your department.
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* For the name of company, confirm its official name and write it without omitting 'Co., Ltd.' or other words.

(Date of the committee's approval   Month          Day          Year          ) Report on a new COI case / Report on a continuation

3. Have you submitted the Regular COI Management Report for academic year 2019?(Circle the appropriate answer.)
Yes, I have / No, I haven't * * If you have not submitted the report, immediately submit it with this document to the Office for COI Management

because the committee cannot assess and evaluate this report without it. The form for regular COI management
report are sent directly to person subject to COI management every year in the period from late July to early August.

4. Enter the numbers of items corresponding to your relationship with the company mentioned above in the following
Q1 and Q2.

If you are not sure that you have to report a case in which you received something valuable but that is not applicable to items listed in Q1 or Q2,
consult with the Office for COI Management. (Phone of Office for COI Management: 217-4398)

(1) Submit this document only if Q1 or Q2 in item 4 is applicable to you.
(2) Please note that the contents of your disclosure will be examined by  the Conflict of Interest Management Committee
and informed to the head of your department.
(3) The details that you report in this document can be subject to inquiry of the Office for COI Management.
(4) When you make a report on your side business with the attached document, submit a copy of the Application Form for
Permission for Side Business (the form yet to be approved is available). Please note that you can be requested to submit
other materials regarding a document explaining the outline of companies in which you are involved and other things.
(5) How to submit: In-house mail, Address: The Office for COI Management (Box No.: B16-3), Tel: 217-4398

Tohoku University Disclosure Form for New Conflict of Interest General

To Chairperson for COI Management Committee
1. Write the name of the company subject to COI management.

Name of corporation * /

2. Circle the item corresponding to this report, and if this report is about the continuation of a COI case, write the date
when the previous application was approved by the COI committee. Circle also the item corresponding to the type of
this application.

Ownership of unlisted shares: one share or more (including shares of corporations that have gone public within  the past one year),
Capital injection for LLC, LLP, private limited company etc.

Ownership of listed shares (5% or more of outstanding shares)

Ownership of share warrant (unexercised)

Receipt of annual income of more than one million yen1) [Regardless of the name such as lecture and loyalty, the total income
received from one corporate entity, dividends from shares and the sale of shares]

Receipt of annual royalties of more than two million yen for intellectual property rights (patent, transfer of copyright, etc.) (total of

the amounts allocated to individuals and to the lab)2)

Gratuitous receipt and/or borrowing of goods, gratuitous receipt of services [regardless of the monetary amount and with or
without a contract or memorandum(excluding those included in research contracts such as joint research contracts, commissioned
research contracts, etc. regulated by the University)]

 Q1. For your financial interests, write the all numbers of items from  to  corresponding to your situation.

Left align

Receipt of financing/guarantees (other than from banks or other financial institutions)

 Q2. For your academia-industry collaboration, write the all numbers of items from  to  corresponding to your situation.

Commissioned business (including consortiums) 3) Provision of academic consulting3)

Receipt of donations (excluding operating costs for donation lectures)3)  Receipt of research grants3)

Acceptance of commissioned researchers including corporate employees undertaking postdoctoral fellowships)

Receipt or provision of outcomes (including those based on MTA regulated by the University)
Procurement of goods, equipment, systems, etc. and business consignments of annual amounts exceeding three million yen

per year (other than educational and research purposes; this includes cases where a decision-maker is introducing university facilities, etc.

including the determination of specifications and selection of models. Device repair and services are also included.)4

Technology transfer2) (patent, transfer of copyright, etc.) Students  involvement in corporate entities

Left align

External professional activities [work or clerical tasks done by the University's employees for organizations other than the University,

with or without  remuneration] Joint research3)    Commissioned research (including clinical trials) 3)
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1) Excluding income from the central governmental ministries and agencies, independent administrative corporations, local public organizations
and schools and medical work for hospitals and other medical institutions.
2) If the transfer was made via TLO, please declare the relationship with the company to which the technology was actually transferred, and
please declare that the transfer was made via TLO.
3) Requested to disclose cases where the total amount reaches 2 million yen or over.(External professional activities is work or clerical tasks
done by the University's employees for organizations other than the University, with or without  remuneration. This disclosure excludes external
professional work for the central governmental ministries and agencies, independent administrative corporations, local public organizations and
schools and medical work for hospitals and other medical institutions.
4) Accumulated small amounts are included in the annual amounts of three million yen. The term decision-maker  refers to a person in a
position that carries the right to make decisions or being a member (or the chairperson) of an internal committee established for the purpose of
making decisions.
5) If any of your students participate in a company that you are involved with or any activities other than academic education.
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(1) Amount

(3) Time or period of acquisition

(1) Amount (2) Time (or period) of acquisition

(3) Type of Intellectual Property (patent, copyright, etc.)

Specific details

(1) Date you obtained the loan/guarantee (2) Amount

(1) Period of loan/guarantee (2) Amount

(3) Period of engagement

(2) Amount

Number of persons accepted (Enter only the number of contract researchers)

Specific details

(2) Amount

(1) Type of Intellectual Property (patent, copyright, etc

Specific details

comment

(Year) (Month) (Day)

5. Write the details of items of numbers that you entered in Q1 or Q2 in 4 into the applicable columns below.
If there is not enough space, use another sheet (any style is OK) and submit it with this report.

Applicable to Ownership of unlisted shares,Capital injection,Ownership of listed shares,Ownership
of share warrant

If you have one or more unlisted stocks (including stocks listed one year ago or later), 5% of issued stocks or an equity warrant of a listed
company or are financing an LLC, circle the appropriate item below and write the details.
(1) Date of acquisition (sell-
off/investment)

(2) Number of stocks you acquired/sold
(trading unit of shares)

Applicable to annual income of 1 million yen or more Write  in the box for applicable items. If you answer that
the type of the income is a side business in (2), you do not
need to enter .

(2) Type of Income  External professional activities (  General  Board member  Title )
Compensation  Dividend, etc.  Honorarium  Manuscript fees/royalties  Other

Applicable to Receipt of annual royalties of more than two million yen for intellectual property rights

(3) Number of stocks you currently
own (trading unit of shares) (4) Total number of share issued

(5) Amount of money you paid
for/received or invested

(6) Reason for the acquisition (sell-off)
or investment

(1) Type of External professional activities   General  Board member   Title

(2) Income

Applicable to Joint research, commissioned research, commissioned business,
and/or provision of academic consulting

Enter  in the box for applicable items.  If the amount of money does not reach 2 million yen for the year, you do not need to enter.

Joint research Commissioned research (including clinical trials)

(4) Time of technology transfer

Applicable to Gratuitous receipt and/or borrowing of goods, gratuitous receipt of services

Applicable to Receipt of financing/guarantees

Applicable to External professional
activities

Enter  in the box for applicable items.
If you wrote about your side business in , you do not need to fill in .

Applicable to Receipt or
provision of outcomes

Applicable to
Procurement of goods

(1) Time of the activity to
be conducted (period)

 Applicable to
technology transfer

If you wrote about your technology transfer in , you do not need to fill in .

Commissioned business (including consortiums) Provision of academic consulting
Receipt of donations(excluding operating costs for donation lectures) Receipt of research grants
Acceptance of commissioned researchers (including corporate employees undertaking postdoctoral fellowships)

(1) Time of the activity to be
conducted (period)

I hereby certify that this disclosure is accurate. 

Division Job title Signature

(2) Time of technology transfer

(3)Amount (4)Time (or period) of acquisition

 Applicable to Students
involvement in corporate entities
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Conflict of Interest:COI  

20 3 31  
 

 
28 3 17 35  

*2  
 

26 4 14  
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*1 (Conflict of Interest)  
20 3 31  

  
28 3 17 28 35
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*1 (Conflict of Interest)  
20 3 31  

  
28 3 17 28 35
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)

1

1.

2.

3.

4.

5.

2
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TEL:022 217 4398 FAX:022 217 6241 Email: rieki@grp.tohoku.ac.jp
URL:http://www.bureau.tohoku.ac.jp/coi/ 3
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